
環境活動について



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅲ類

事 業 者 名 株式会社　小山本家酒造

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

10 飲料・たばこ・飼料製造業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

10

所 在 地 さいたま市西区大字指扇1798番地

事 業 者 番 号 0089

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,006 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 清酒・リキュール製造販売

区 分 企業

37 百万円

152従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ｂ、Ｃ事業所

Ｃ 008901 株式会社　小山本家酒造　本社工場 2,006

合　　計 2,006

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ ㈱小山本家酒造　　製造

所 在 地 １ さいたま市西区大字指扇1798

閲 覧 可 能
時 間 １ 9：00～17：00（土・日・祝日を除く）

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 ㈱小山本家酒造　商品開発室 048-623-5400



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源 CO2 4,045 3,915

◎スローガン　　「未来へつなぐ第一歩」
１．温暖化対策の推進（省エネ、省資源）における基本方針　　　　　　　　　　　　　　　全
従業員の環境に対する意識を高め、会社として取り組むべき重要課題として、資源・エネルギー
の削減活動を位置付けます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．推進
内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①社内に温
暖化対策プロジェクトチームを設置し、目標達成の為の組織体制を確立する。
②各部署のプロジェクトメンバーを軸として、社員全員の環境に対する意識を高める。
③社内の改善提案制度を有効利用し、「省エネ、省資源」に繋がる提案が多く出される社風つく
りを行います。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 4,045 3,915

そ の 他 ガ ス

                          代表取締役会長

               省エネ対策事務局    
   (地球温暖化対策推進者：社長）

自製酒部門

      マネ-ジャー

ブレンド部門
マネｰジャー

製造第二部門
マネージャー

総務部門

マネージャー



日本産業規格Ａ列４番

推 進 者
連 絡 先
（ 複 数 選 任 し
て い る 場 合 ）

推 進 者 所 属 部 署

推 進 者 職 名

推 進 者 氏 名

地球温暖化対策推進者詳細

 現在選任している地球温暖化対策推進者の連絡先詳細を記入すること。

推 進 者
連 絡 先

推 進 者 所 属 部 署

推 進 者 職 名 執行役員社長

推 進 者 氏 名 鈴木　一陽

担 当 者 職 名 製造第一　チーフマネージャー

※事業者全体を管理する者として、複数の地球温暖化対策推進者を選任している場合は、任意に作成した様式により
　提出してください。

計画書作成担当者連絡先詳細

 地球温暖化対策計画書の作成担当者の連絡先詳細を記入すること。

連 絡 先
詳 細

担 当 者 所 属 事 業 者 名 株式会社　小山本家酒造

担 当 者 所 属 部 署 製造

担 当 者 職 名 製造第一　チーフマネージャー

電 話 番 号 048-623-5400

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 048-626-1512

Ｅ － ｍ ａ ｉ ｌ ア ド レ ス m_okada@sekaitaka.com

担 当 者 氏 名 岡田　誠

郵 便 番 号 3310047

所 在 地 さいたま市西区大字指扇1798番地

※計画書作成担当者連絡先詳細の記載内容が転記されるので、必要に応じて修正。

電 話 番 号 048-623-5400

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 048-626-1512

Ｅ － ｍ ａ ｉ ｌ ア ド レ ス m_okada@sekaitaka.com

担 当 者 氏 名 岡田　誠

郵 便 番 号 3310047

所 在 地 さいたま市西区大字指扇1798番地

文書等送付・連絡先詳細

 事業者あて公文書の送付・連絡先担当者の連絡先詳細を記入すること。

連 絡 先
詳 細

担 当 者 所 属 事 業 者 名 株式会社　小山本家酒造

担 当 者 所 属 部 署 製造



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 0089 事業所番号 008901

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事 業 所 種 別 C　平成20年度以降の3か年度（年度の途中から当該事業所の使用が開始された場合にあっては、
当該年度を除く3か年度）連続して、年間原油換算エネルギー使用量が1,500kL以上の事業所（他
の事業所の一部（区分所有部分、テナント部分等）である事業所は除く）C

事 業 所 名 株式会社　小山本家酒造　本社工場

事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 さいたま市西区

字 ・ 地 番 大字指扇1798番地

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 10 飲料・たばこ・飼料製造業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 10

事 業 活 動 の 概 要 事 業 内 容

清酒・リキュール製造販売

削 減 目 標 量
（ 計 画 期 間合 計） 3,282 ｔ-CO2 事 業 所 区 分 第２区分

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準排出量に対し、削減計画期間の平均削減率を15％以上にする。
必要に応じて排出量取引を活用する。

その他ガス

エ ネ ル ギ ー 起 源
CO2 の 削 減

目 標 の 概 要

排 出 可 能 上 限 量
（ 計 画 期 間合 計） 18,598 ｔ-CO2

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

その他ガス

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年度



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（２）

３－1　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 008901

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,072 2,006

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

前 年 度 比 （ ％ ） － -3.2

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 4,045 3,915

メ タ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

一 酸 化 二 窒 素

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

三 ふ っ 化 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

4,045 3,915

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計

前 年 度 比 （ ％ ） － -3.2

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 排 出 量 原 単 位 1,954.1063 1,891.3043

生産量 万KL
活 動 規 模 の 指 標 単 位

2.07 2.07



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 008901

有

太陽光システムを導入した。
濾過設備導入。コンプレッサー増設。
老朽化したコンプレッサー設備入替え。
瓶バルク投入設備を導入した。
コロナの影響により、家飲みと料理酒の需要が増えたことにより
稼働率が増え排出量が増加した。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 無 建 物 の 用 途 変 更 無 設 備 の 増 減 有

コンプレッサー3台、クーリングタワー1台、チラーを老朽化で更新。
生産設備以外のエリアで使用している照明を一部LEDへ更新。
生産設備の一部で蛇菅タイプの火入れ装置をミキサータイプに更新。
生産設備（ブリックライン）で排熱回収設備導入。
上槽室を耐震補強し、空調システムを導入。
瓶包装作業の9割撤廃。

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 無 建 物 の 用 途 変 更 無 設 備 の 増 減

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（４）

３－２　温室効果ガス削減目標に係る状況

（１）　基準排出量

（２）　基準排出量の変更

（３）目標削減率

（４）削減計画期間

（５）年度ごとの状況 （排出量等の単位：t-CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 008901

基 準 排 出 量 4,376 t-CO2/年

2

3

基 準 排 出 量 の 検 証 未実施

変 更 年 度 変 更 量 （ t-CO2/ 年 ）

1

第２区分

2 年 度 か ら 6 年 度 ま で

令 和 2 年 度
(2020 年 度 )

令 和 3 年 度
(2021 年 度 )

4

5

目標削減率の区分

令 和 4 年 度
(2022 年 度 )

令 和 5 年 度
(2023 年 度 )

令 和 6 年 度
(2024 年 度 )

削 減 期 間
合 計

基
準
排
出
量
等

基 準 排 出 量 (A) 4,376 4,376 4,376 4,376 4,376 21,880

目 標 削 減 率 の
緩 和 措 置

中小企業等 中小企業等 中小企業等 中小企業等 中小企業等

排 出 上 限 量
（ C ＝ ∑ A-D ） 18,598

排出削減目標量
(D ＝ ∑ (A × B))

エネルギー起源
CO2 排 出 量 (E) 4,045 3,915

3,282

目 標 削 減 率 (B) 15.00% 15.00% 15.00% 15.00% 15.00%

トップレベル認定

792

各年度の排出量の検証 未実施 未実施

実
 
績

排 出 削 減 量
（ G ＝ A - E ） 331 461

7,960

削 減 率
（ F＝（ A - E） /A）

7.56% 10.53% －



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（５）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

1 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロワー、
コンプレッ
サー等

36_電気の動力・熱等へ
の変換の合理化に関する

措置

事業所番号 008901

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区 分
番 号

ブロアーの使用台数を制限する。使用
量が少ない時期は優先的に制御してい
く。

R1以前 R1以前

2 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等へ
の変換の合理化に関する

措置
照明設備を敷地内すべてLEDに変更する R3

3 320400 熱交換器等
32_廃熱の回収利用に関

する措置 余剰温水回収システムを一部構築 R3 R3

R1以前

5 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロワー、
コンプレッ
サー等

36_電気の動力・熱等へ
の変換の合理化に関する

措置

インバーター導入によるブロアー回数
制御。（継続中）

R1以前 R1以前

4 310400
一般管理事
項

31_エネルギー使用量の
管理

工場内の電力監視システム導入 R1以前

R1以前

7 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並びに
伝熱の合理化に関する措

置

熱交換器（凝縮促進部）の増設による
冷却性能アップ。

R1以前 R1以前

6 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並びに
伝熱の合理化に関する措

置

冷凍機の温度設定の方法変更（継続
中）

R1以前

R3

9 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロワー、
コンプレッ
サー等

36_電気の動力・熱等へ
の変換の合理化に関する

措置

生産設備（ポンプ、コンプレッサー）
を省エネタイプへ更新する。

R2 R2

8 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロワー、
コンプレッ
サー等

36_電気の動力・熱等へ
の変換の合理化に関する

措置

原料輸送方法の変更によるブロアー削
減。

R3

11 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等へ
の変換の合理化に関する

措置

原料受入れ工場から製造工場の照明を
省エネタイプへ変更する。

R1以前 R1以前

10 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等へ
の変換の合理化に関する

措置

建屋の一部を昼光を取り入れて照明電
力を削減

R3

13 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並びに
伝熱の合理化に関する措

置
古い機械を新型機へ更新する R4 R3

12 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並びに
伝熱の合理化に関する措

置

詰め口工場の屋根に散水設備を設け
る。

R1以前

R1以前

15 350600
受変電設備、
配電設備

35_抵抗等による電気の
損失の防止に関する措置

古い変圧器の更新。順次トップラン
ナー変圧器へ更新して、機械性能アッ
プ。

R3 R3

14 350600
受変電設備、
配電設備

35_抵抗等による電気の
損失の防止に関する措置

古い機器の更新して電気の損失を防
ぐ。

R1以前

R1以前
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